
事業番号 - - -

（ ）

4,984 8,303 10,119 8,091

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
文部科学省調べ

50 30 -

11 4 3 -

目標値 件 16 8 10

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度 令和3年度 4年度活動見込

各法人により整備する設備が異なるため、単純に単位当
たりのコストを記載することはなじまない。

令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

6 年度 - 年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 令和元年度

大学等全体を見通したうえ
で、先端的・大型の研究設
備の安定的・計画的な整備
を図る。

先端的・大型の研究設備の
整備計画を踏まえた整備件
数

成果実績 件

3 -

達成度 ％ 69

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

大学等の教育研究に対す
る国民の要請に応えるとと
もに、我が国の高等教育及
び学術研究の水準の向上と
均衡ある発展を図る。

我が国の学術研究の水準
を向上させるための先端
的・大型の研究設備の整備
に係る予算執行件数

活動実績 件 16

計算式 　　/ - - - -

単位当たり
コスト - - - - -

活動内容
（アクティビ

ティ）

国立大学法人及び大学共同利用機関法人が行う最先端の大規模研究プロジェクトに供する大型特別機械等の整備及び大学共同利用機関法人
が行う施設・設備の整備に要する経費に対して補助を行う。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位

令和４年度第２次
補正予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算目
令和４年度

第２次補正予算

国立大学法人先端研究等
施設整備費補助金

8,091

10 14

当初見込み 件 19 13 10 12

令和元年度

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

41% 52% 106%

執行率（％） 100% 100% 100%

執行額 5,139 5,802 13,487

計 8,091

主な増減理由

予算
の状
況

当初予算 7,541 2,808 2,611 2,611

令和４年度
第２次補正予算

計 5,145 5,802 13,487 22,971

予備費等 - - -

翌年度へ繰越し ▲ 7,717 ▲ 13,026 ▲ 12,269

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国立大学法人等において、先端的・独創的な研究に必要不可欠な研究設備のうち、既存の経費（国立大学法人運営費交付金等）や競争的資金では整備が不
可能なものについて、国立大学法人等が策定する設備整備のための中長期的計画（設備マスタープラン）を踏まえた上で、国立大学法人等に対し必要な経費
を補助する。
補助率：定額

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

国立大学法人及び大学共同利用機関法人（89法人）が行う最先端の大規模研究プロジェクトに供する先端的・大型の研究設備の整備の支援を通じて、充実し
た研究環境を実現し、我が国の学術研究の水準の向上を目指す。

大学研究基盤整備課

大学研究基盤整備課長
黒沼　一郎
国立大学法人支援課長
平野　誠

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35号におい
て準用する独立行政法人通則法（平成11年法律第103
号）第46条

関係する
計画、通知等

第6期科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月26日閣
議決定）

8,091

前年度から繰越し 337 7,717 13,026 12,269

事業名 国立大学法人施設整備（大型特別機械整備費等（最先端等）） 担当部局庁 研究振興局 作成責任者

事業開始年度 平成16年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0163

令和4年度第２次補正予算行政事業レビューシート 文部科学省



整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
国立大学法人等が策定する設備整備のための中長期的計画
（設備マスタープラン）を踏まえて、計画的な整備を推進してお
り、十分に活用されている。

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

本事業は、国立大学法人等が整備する研究設備について、
国が、大学等全体を見通したうえで安定的・計画的な設備の
整備を図り我が国の学術研究の水準の向上を目指しているも
のであり、限られた予算の中で、一定の整備件数の実績があ
がっている。なお、近年は成果実績が未達であるが、当初想
定し得なかった外的要因（新型コロナウイルスの感染拡大に
よる影響等）による工程の見直し等、やむを得ない理由による
ものである。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐ -

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

近年は成果実績が未達であるが、当初想定し得なかった外的
要因（新型コロナウイルスの感染拡大による影響等）による工
程の見直し等、やむを得ない理由によるものが多く、そのよう
な不測の事態に伴うものを除き、当初の計画どおり予算執行
が行われており、概ね見込みに見合った実績があがってい
る。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
計画変更や事業完了報告時において、費目・使途の内容を厳
正に審査するなどその必要性について適切に確認を行ってい
る。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ‐ -

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
各法人においては、一般競争入札を原則とし、その妥当性や
競争性を確保しているところである。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
国立大学法人等の研究に必要な設備のみを交付対象として
おり、また各国立大学法人等に直接に補助している。

本事業は、国立大学法人等が自己財源や競争的資金では整
備が困難な大型で最先端の研究設備について、国立大学等
全体を見通して安定的・計画的な設備の整備を図る必要があ
ることから、国が総合的に推進していく必要がある。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

○

令和3年3月閣議決定の科学技術・イノベーション基本計画に
おいて、「「知」の創出に向けた取組の中核となる基礎研究・
学術研究を強力に推進するための具体的な取組の一つとし
て、世界の学術フロンティアを先導する大型プロジェクトや先
端的な大型施設・設備等の整備・活用を推進する。」とされて
おり、政策目的を達成する手段として、必要かつ適切であり、
優先度も高い事業である。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

国立大学法人等が策定する設備整備のための中長期的計画
（設備マスタープラン）に基づき優先度の高い設備について選
定している。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

国立大学法人等が高度化、多様化する教育研究活動に対応
し、優れた人材を惹き付けるとともに、国際競争力の強化、産
学連携の推進、地域貢献、さらには国際化を推進するために
は、十分な機能を持つ質の高い施設や設備を整備する必要
があり、社会的ニーズを反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○

整備に当たっては計画的に行われているものの、当初想定し
得なかった外的要因（新型コロナウイルスの感染拡大による
影響等）によって工程の見直しが必要となる等で繰越が発生
しているが、いずれもやむを得ない理由による妥当なものとし
て確認を行っている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

各大学の会計規則に従った一般競争入札等を行っており、競
争性を確保しつつコスト削減を行っている。
また、経費執行においても、各国立大学の会計基準に従い、
適正・公正な執行管理に努めている。

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野： - -

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

-

該当箇所 -

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 ８　知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化

施策 ８－２　基礎研究・学術研究の振興

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20220829-mxt_kanseisk01-000024706-
04.pdf

該当箇所 達成目標２



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

【補助金等交付】

計 2,214.5 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

設備費 ハイパーカミオカンデ計画 2,214.5

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

A.国立大学法人東京大学 B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0154

平成30年度 0157

令和元年度 文部科学省 0149

平成28年度 0143

平成29年度 0154

平成26年度 0158

平成27年度 0144

平成24年度 0258

平成25年度 0157

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 0243

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

事業番号 事業名

文部科学省

13,546百万円

対象となる国立大学法人等から提案のあった事業内容を審

査の上、支援対象となる設備を選定し、補助金を交付する。

Ａ．国立大学法人施設整備事業

13,546百万円

国立大学法人等

全6法人

国立大学法人等における先端的・大型の研究設備の整備。



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

-

17
国立大学法人京都大
学

3130005005532
複雑系がん免疫総合解析
システム

300 補助金等交付 - - -

- -

16
大学共同利用機関法
人自然科学研究機構

5012405001823
大型光学赤外線望遠鏡「す
ばる」の共同利用研究

78.3 補助金等交付 - -

- - -

15
大学共同利用機関法
人自然科学研究機構

5012405001823
大型光学赤外線望遠鏡「す
ばる」の共同利用研究

99.6 補助金等交付 -

14
大学共同利用機関法
人自然科学研究機構

5012405001823
30m光学赤外線望遠鏡
（TMT）計画の推進

604.2 補助金等交付

-

13
国立大学法人長崎大
学

3310005001777 BSL-4施設付帯設備 931.8 補助金等交付 - - -

- -

12
大学共同利用機関法
人情報・システム研
究機構

1012805001385 南極地域観測事業 270 補助金等交付 - -

- - -

11
大学共同利用機関法
人情報・システム研
究機構

1012805001385
新しいステージに向けた学
術情報ネットワーク（SINET）
整備

1,994.9 補助金等交付 -

10
大学共同利用機関法
人高エネルギー加速
器研究機構

4050005005267
高輝度大型ハドロン衝突型
加速器（HL-LHC)による素
粒子実験

315 補助金等交付

-

9
大学共同利用機関法
人高エネルギー加速
器研究機構

4050005005267
大強度実験加速器による実
験研究

1,448 補助金等交付 - - -

- -

8
大学共同利用機関法
人高エネルギー加速
器研究機構

4050005005267
大強度実験加速器による実
験研究

1,621.6 補助金等交付 - -

- - -

7
大学共同利用機関法
人高エネルギー加速
器研究機構

4050005005267 ハイパーカミオカンデ計画 513 補助金等交付 -

6
大学共同利用機関法
人高エネルギー加速
器研究機構

4050005005267
高輝度大型ハドロン衝突型
加速器（HL-LHC)による素
粒子実験

292.3 補助金等交付

-

5
大学共同利用機関法
人高エネルギー加速
器研究機構

4050005005267 ハイパーカミオカンデ計画 10.4 補助金等交付 - - -

- -

4
国立大学法人東京大
学

5010005007398
東京大学アタカマ天文台
（TAO）による宇宙惑星研究

185 補助金等交付 - -

- - -

3
国立大学法人東京大
学

5010005007398 ハイパーカミオカンデ計画 2,391.6 補助金等交付 -

2
国立大学法人東京大
学

5010005007398 ハイパーカミオカンデ計画 275.6 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立大学法人東京大
学

5010005007398 ハイパーカミオカンデ計画 2,214.5 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率
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